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該当する口には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主ウ加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

「基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「日採年度」とは計画期間の技終年度をいいます。

3「 専業所等排出区分Jと は、京都府内の事栄所等の事業活動のためのエネルギーの使用に作い発生する温宣効果ガスを、 「輸送車両排出区分」
とは、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車面の排出する温宮効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車
両又は旅客車両の排出する温宮効果ガスを、 「その他排出区分」とは、上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温ヨ効
果ガスをいいます。
4「 帝記事項」には、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出畳の対比やエネルギー原単位C02排 出畳、そエネ製品開発など他者の温宣
効果ガス排出削減への質は、グリーン胴達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温ヨ効果ガスの削減などを記入してください。

3対策条例第18条第よ項 (第18条第2項、第18条第3項)の 規定により提出します。

特薄 采者の
主たる業種 金 融  業

該当する事業
者要件

ダ 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第1号該当事実者 (大規模エネルギ
ー便用専薬者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温菫効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算 して8000ト ン以上))

■

サ

計 画 期 間 平成  18 年 4 月 平成 20  と「 3  月

垂 不 万 針 エネルギー消寅効率の改善、営業店及び本部での環境マネジメントシステムの導入により、電気便用量を
減らし、3%以 上のC02排出量の削減を目指す。

推 進 体 制 最大排出量の電気の消貫を坂らすべく、毎月の電気量の管理を構築の上、削減計国の冥施を行なう。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

年 度 、対象、工程等 nf 回  関  谷

窓の断熱 窓の断熱効果を狙って、日射遮磁する為遠磁シートの設備を順次行なう。

同上 エヨカーの全導入化と建物断熱で3%の電気使用量の削減とする。
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特 記 事 項 宮案盾及び本部の電力量の管理システムの構築を今年度から始めており、電刀畳の把握によるエネルギー

消費量の削減化を図るもの。 (昼休み時における照明の消灯及び廊下の照明の消灯化の啓蒙活動の推進)
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